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○都市計画に関する手続等を定める規則 

昭和45年５月１日規則第42号 

改正 

昭和46年４月１日規則第24号 

昭和47年８月１日規則第56号 

昭和50年３月31日規則第36号 

昭和51年４月１日規則第39号 

昭和54年２月１日規則第６号 

昭和54年12月25日規則第118号 

昭和55年４月１日規則第15号 

昭和55年11月21日規則第100号 

昭和60年３月12日規則第９号 

平成５年６月24日規則第61号 

平成７年６月30日規則第44号 

平成８年３月22日規則第13号 

平成12年３月31日規則第78号 

平成13年１月５日規則第８号 

平成13年５月17日規則第81号 

平成14年３月29日規則第31号 

平成15年３月31日規則第60号 

平成17年３月28日規則第７号 

平成17年３月31日規則第44号 

平成17年９月30日規則第72号 

平成18年２月９日規則第４号 

平成18年３月31日規則第26号 

平成19年11月27日規則第73号 

平成27年３月31日規則第24号 

令和３年３月31日規則第10号 

令和４年３月31日規則第30号 

都市計画法施行細則をここに公布する。 
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都市計画に関する手続等を定める規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という。）の実施のため、都

市計画法施行令（昭和44年政令第158号。以下「政令」という。）、都市計画法施行規則（昭和44

年建設省令第49号。以下「省令」という。）及び都市計画法施行条例（平成14年兵庫県条例第25

号。以下「条例」という。）に定めのあるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（土地試掘等の許可申請） 

第２条 法第26条第１項の規定に基づき知事の許可を受けようとする者は、土地試掘等の許可申請

書（様式第１号）に、次の各号に掲げる図書を添えて、これを知事に提出しなければならない。 

(１) 試掘等を行なう位置を表わす図面（縮尺１万分の１以上のもの） 

(２) 試掘等の区域を表わす実測平面図（縮尺500分の１以上のもの） 

(３) 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める図書 

第３条 削除 

（開発許可申請書の添付図書） 

第４条 法第29条第１項又は第２項の許可を受けようとする者は、省令第16条第１項に規定する開

発行為許可申請書に法第30条第２項に規定する書面及び図書のほか当該開発区域に係る次の各号

に掲げる図書（当該開発区域の面積が１ヘクタール未満の当該許可を受けようとする者にあって

は、第５号から第８号までに掲げる図書を除く。）を添付しなければならない。 

(１) 土地の登記事項証明書 

(２) 不動産登記法（平成16年法律第123号）第14条第１項に規定する地図又は同条第４項に規定

する地図に準ずる図面（以下「地図等」という。）の写し 

(３) 造成面積求積図（縮尺500分の１以上のもの） 

(４) 排水流域図及び流量計算書（縮尺2,500分の１以上のもの） 

(５) 道路縦断面図（縮尺1,000分の１以上のもの） 

(６) 排水施設縦断面図（縮尺1,000分の１以上のもの） 

(７) 防災計画図 

(８) 開発区域の現況写真 

(９) その他知事が必要と認める図書 

（設計説明書等の様式） 

第５条 省令第16条第２項の設計説明書の様式は、様式第２号のとおりとする。 
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２ 省令第17条第１項第３号の書類の様式は、様式第３号のとおりとする。 

（開発行為の許可標識の掲示） 

第６条 法第29条第１項又は第２項の許可を受けた工事施行者は、開発行為許可標識（様式第４号）

を、当該開発行為に係る工事の期間中、当該工事現場の見やすい場所に掲示しなければならない。 

（指定区域の要件に係る細目） 

第６条の２ 条例第４条第１号エに規定する規則で定める市町は、小野市及びたつの市とし、同号

オに規定する規則で定める市町は、加西市とする。 

２ 条例第４条第２号アに規定する規則で定める指定区域内の道路の幅員は、６メートル（小区間

で通行上支障がない場合は、４メートル）以上の幅員とする。 

３ 条例第４条第２号アに規定する規則で定める指定区域内の道路が接続する指定区域外の道路の

幅員は、6.5メートル以上の幅員とする。 

４ 条例第４条第４号に規定する規則で定める災害による被害の軽減を図るための安全上又は避難

上の対策が実施されていると認められる土地の区域は、次に掲げる土地の区域とする。 

(１) 政令第29条の９第１号から第６号までに掲げる区域のうち、これらの区域（同条第６号に

掲げる区域にあっては、水防法（昭和24年法律第193号）第15条第１項第４号に規定する浸水想

定区域）の指定の解除が見込まれる土地の区域 

(２) 政令第29条の９第４号に掲げる区域（土砂災害特別警戒区域（土砂災害警戒区域等におけ

る土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第１項に規定する土砂

災害特別警戒区域をいう。以下同じ。）を除く。）のうち、土砂災害を防止し、又は軽減する

ための施設の整備等の防災対策が実施されていると認められる土地の区域 

(３) 政令第29条の９第６号に掲げる区域のうち、洪水、雨水出水（水防法第２条第１項に規定

する雨水出水をいう。）又は高潮が発生した場合において、住民その他の者が避難場所に避難

することができると認められる土地の区域 

(４) 政令第29条の９第４号又は同条第６号に掲げる区域（同条第４号に掲げる区域にあっては、

土砂災害特別警戒区域を除く。）のうち、法第41条第１項の規定に基づき安全上の対策の実施

に係る制限を定め、又は法第79条の規定に基づき安全上の対策の実施若しくは避難上の対策の

実施に係る条件を付す土地の区域 

(５) 前各号に掲げる土地の区域のほか、安全上又は避難上の対策の実施によりこれらの土地の

区域と同等以上の安全性が確保されていると認められる土地の区域 

（指定区域等の案の公告） 



4/39 

第６条の３ 条例第５条第４項（同条第９項又は条例第６条第２項において準用する場合を含む。）

の規定による公告は、次に掲げる事項について行うものとする。 

(１) 指定区域又は認定する集落（以下この条において「指定区域等」という。）の名称 

(２) 指定区域に指定しようとする土地又は認定しようとする集落の区域 

(３) 環境の保全上支障がある予定建築物等の用途 

(４) 指定区域等の案の縦覧場所 

２ 指定区域等の案は、次に掲げる図書によって表示するものとする。 

(１) 前項第１号から第３号までに掲げる事項を記載した図書 

(２) 指定区域等の位置図（縮尺25,000分の１以上のもの） 

(３) 指定区域等の区域図（縮尺2,500分の１以上のもの） 

(４) 前３号に掲げるもののほか、知事が必要と認める図書 

３ 知事は、条例第５条第８項（同条第９項及び条例第６条第２項において準用する場合を含む。）

の規定による告示をしたときは、直ちに、前項各号に掲げる図書を公衆の縦覧に供するとともに、

縦覧場所を公告するものとする。 

４ 第１項及び前項に規定する公告は、兵庫県公報に登載して行うものとする。 

（市街化を促進しない開発行為の要件に係る細目） 

第６条の４ 条例第７条第１号に規定する規則で定める災害による被害の軽減を図るための安全上

の対策が実施されていると認められる土地の区域は、政令第29条の９第１号から第５号までに掲

げる区域（同条第４号に掲げる区域にあっては、土砂災害特別警戒区域に限る。）のうちこれら

の区域の指定の解除が見込まれる土地の区域又は安全上の対策の実施により当該区域と同等以上

の安全性が確保されていると認められる土地の区域とする。 

（まちづくり団体） 

第６条の５ 条例第８条第１項第２号に規定する規則で定める地域のまちづくりを行っている団体

は、当該団体の組織及び活動内容を考慮して、当該市町の区域内における土地利用計画を作成す

ることができるものとして市町長の認定を受けた団体とする。 

（特別指定区域の指定の申出に係る添付図書等） 

第６条の６ 条例第８条第２項に規定する規則で定める図書は、次に掲げるものとする。 

(１) 特別指定区域の位置図（縮尺25,000分の１以上のもの） 

(２) 特別指定区域の区域図（縮尺2,500分の１以上のもの） 

(３) 第２項第４号アからオまでに掲げる区域を明らかにした土地利用計画図 
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(４) 関係住民及び利害関係人の意見書 

(５) 市町長の附属機関で土地利用に関する調査審議を担任するものの意見書 

(６) 前条の団体が作成する土地利用計画にあっては、市町長の意見書 

(７) 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める図書 

２ 条例第８条第３項第３号に規定する規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(１) 土地利用計画の名称及び区域 

(２) 土地利用計画の目標 

(３) 土地利用の基本方針 

(４) 土地利用計画の区域内における次に掲げる区域の配置 

ア 良好な自然環境の保全を図るべき区域 

イ 森林と当該区域において整備される建築物等が調和した地域環境の形成を図るべき区域 

ウ 農地と当該区域において整備される建築物等が調和した地域環境の形成を図るべき区域 

エ 集落として良好な生活環境の保全と創造を図るべき区域 

オ 地域の活性化に資するため多様な機能の整備を図るべき区域 

(５) 条例第７条第２号の規定により知事の指定を求める土地の区域及び建築物の用途 

(６) 条例第５条第４項及び第５項の規定の例により行う土地利用計画の案に係る公衆の縦覧又

は閲覧及び意見書の提出の手続の概要 

(７) 市町長が作成する土地利用計画にあっては、市町長の附属機関で土地利用に関する調査審

議を担任するものからの土地利用計画の案についての意見聴取の手続の概要 

(８) 前各号に掲げるもののほか、土地利用に関する事項 

３ 知事は、条例第８条第６項（同条第７項において準用する場合を含む。）の規定による告示を

したときは、直ちに、次に掲げる図書を公衆の縦覧に供するとともに、縦覧場所を公告するもの

とする。 

(１) 特別指定区域の名称、特別指定区域に含まれる土地の区域及び予定建築物等の用途を記載

した図書 

(２) 特別指定区域の位置図（縮尺25,000分の１以上のもの） 

(３) 特別指定区域の区域図（縮尺2,500分の１以上のもの） 

(４) 前３号に掲げるもののほか、知事が必要と認める図書 

４ 第６条の３第４項の規定は、前項の規定による公告について準用する。 

（市街化を促進しない建築物等） 
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第６条の７ 条例別表第２の１の項に規定する規則で定める土地は、次の各号のいずれかに該当す

る土地とする。 

(１) 条例別表第２の１の項(１)又は(２)に掲げる者が区域区分日前から所有しているもの 

(２) 区域区分日の前日における所有者又は相続等によりその地位を承継した当該所有者の直系

卑属若しくは２親等以内の親族から当該者の直系卑属又は２親等以内の親族である条例別表第

２の１の項(１)又は(２)に掲げる者が、区域区分日以後に相続等により承継し、又は承継する

ことが確実なもの 

２ 条例別表第２の１の項に規定する規則で定める住宅、同表２の項に規定する規則で定める住宅

及び同表３の項に規定する規則で定める住宅は、別表１の項建築物の欄に掲げる住宅とする。 

３ 条例別表第２の４の項に規定する規則で定める者は、同項に掲げる住宅を建築しようとする者

の直系尊属とする。 

４ 条例別表第２の４の項に規定する規則で定める住宅は、別表２の項建築物の欄に掲げる住宅と

する。 

５ 条例別表第２の５の項に規定する規則で定める者は、同項に掲げる住宅を建築しようとする者

の直系尊属とする。 

６ 条例別表第２の５の項に規定する規則で定める住宅は、別表３の項建築物の欄に掲げる住宅と

する。 

７ 条例別表第２の６の項に規定する規則で定める住宅は、別表４の項建築物の欄に掲げる住宅と

する。 

８ 条例別表第２の８の項に規定する規則で定める建築物は、別表５の項建築物の欄に掲げる建築

物とする。 

９ 条例別表第２の10の項に規定する規則で定める規模は、建築物の延べ面積（当該事業所の業務

に従事する者のための福利厚生施設の用に供される部分の面積を除く。）及び敷地面積が建て替

え前の建築物の延べ面積及び敷地面積のそれぞれ1.5倍を超えないこととする。 

10 条例別表第２の11の項に規定する規則で定める研究施設は、別表６の項建築物の欄に掲げる研

究施設とする。 

11 条例別表第２の12の項に規定する規則で定める介護老人保健施設は、別表７の項建築物の欄に

掲げる介護老人保健施設とする。 

12 条例別表第２の13の項に規定する規則で定める神社、寺院、教会等又は納骨堂は、別表８の項

建築物の欄に掲げる神社、寺院、教会等又は納骨堂とする。 
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13 条例別表第２の14の項に規定する規則で定める建築物は、別表９の項建築物の欄に掲げる建築

物とする。 

14 条例別表第２の15の項に規定する規則で定める規模及び同表16の項に規定する規則で定める規

模は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、当該各号に掲げるものとする。 

(１) 条例別表第２の15の項及び16の項に掲げる建築物のうち住宅であるもの 住宅の延べ面積

（自動車車庫及び物置の用に供される部分の面積を除く。）が280平方メートル以下であるか、

又は建て替え前の建築物の延べ面積の1.1倍を超えず、かつ、敷地面積が500平方メートル以下

であるか、又は建て替え前の敷地面積の1.1倍を超えないこと。 

(２) 条例別表第２の15の項及び16の項に掲げる建築物のうち住宅以外の建築物であるもの 建

築物の延べ面積（事業所の場合にあっては、当該事業所の業務に従事する者のための福利厚生

施設の用に供される部分の面積を除く。）及び敷地面積が建て替え前の建築物の延べ面積及び

敷地面積のそれぞれ1.5倍を超えないこと。 

15 条例別表第２の16の項に規定する規則で定めるときは、建て替えを行うことのできる市街化区

域内の土地の位置、交通上の利便等からみて、当該土地に移転することにより現に営む事業の利

益を著しく損なうことが見込まれるとき、又は当該土地から通勤し、通学し、若しくは通院する

ことにより社会生活上の利便を著しく損なうことが見込まれるときとする。 

16 条例別表第２の17の項に規定する規則で定める者は、同項に掲げる建築物を建築しようとする

者の直系尊属とする。 

17 条例別表第２の17の項に規定する規則で定める建築物は、別表10の項建築物の欄に掲げる建築

物とする。 

（開発行為に係る協議の手続） 

第６条の８ 法第34条の２第１項の規定による協議は、法第29条第１項又は第２項の許可の申請の

手続の例により行うものとする。 

（変更の許可の申請等） 

第６条の９ 法第35条の２第１項の許可を受けようとする者は、開発行為変更許可申請書（様式第

４号の２）に省令第28条の３に規定する添付図書のほか第４条各号に掲げる図書（当該変更後の

開発区域の面積が１ヘクタール未満となる場合における当該許可を受けようとする者にあっては、

同条第５号から第８号までに掲げる図書を除く。）のうち変更しようとする事項に係るものを添

えて、これを知事に提出しなければならない。 

２ 法第35条の２第４項において準用する法第34条の２第１項の規定による協議は、法第35条の２
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第１項の許可の申請の手続の例により行うものとする。 

（軽微な変更の届出） 

第６条の10 法第35条の２第３項の規定による届出をしようとする者は、開発行為変更届出書（様

式第４号の３）に、第４条第３号から第９号までに掲げる図書（当該開発区域の面積が１ヘクタ

ール未満の場合における当該届出をしようとする者にあっては、同条第５号から第８号までに掲

げる図書を除く。）のうち変更しようとする事項に係るものを添えて、これを知事に提出しなけ

ればならない。 

（開発行為の変更の許可標識の掲示） 

第６条の11 第６条の規定は、法第35条の２第１項の許可を受けた工事施行者について準用する。 

（工事完了公告の方式） 

第７条 省令第31条に規定する工事の完了の公告は、兵庫県公報に登載して行なうものとする。 

（建築承認の申請等） 

第８条 法第37条第１号の規定により開発工事の完了の公告前に建築物の建築又は特定工作物の建

設の承認を受けようとする者は、開発工事完了公告前の建築物の建築又は特定工作物の建設承認

申請書（様式第５号）に、当該申請に係る次に掲げる図書を添えて、これを知事に提出しなけれ

ばならない。 

(１) 付近見取図 

(２) 配置図 

(３) 前２号に掲げるもののほか、知事が必要と認める図書 

２ 法第41条第２項ただし書の規定に基づき知事の許可を受けようとする者は、建築形態制限区域

内における建築許可申請書（様式第６号）に、当該申請に係る次の各号に掲げる図書を添えて、

これを知事に提出しなければならない。 

(１) 付近見取図 

(２) 配置図 

(３) 各階平面図 

(４) ２面以上の立面図 

(５) 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める図書 

３ 法第34条の２第２項（法第35条の２第４項において準用する場合を含む。）において準用する

法第41条第２項ただし書の規定による協議は、同項ただし書の許可の申請の手続の例により行う

ものとする。 
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４ 法第42条第１項ただし書の規定に基づき知事の許可を受けようとする者は、予定建築物等以外

の建築物若しくは特定工作物の新築若しくは新設又は建築物の用途変更等許可申請書（様式第７

号）に、当該申請に係る次に掲げる図書を添えて、これを知事に提出しなければならない。 

(１) 付近見取図 

(２) 用途別現況図 

(３) 前２号に掲げるもののほか、知事が必要と認める図書 

（建築物の新築等の許可の申請等） 

第８条の２ 法第43条第１項の許可を受けようとする者は、省令第34条第１項に規定する建築物の

新築、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の新設許可申請書に、同条第２項に規定す

る図書のほか当該申請に係る次の各号に掲げる図書を添えて、これを知事に提出しなければなら

ない。 

(１) 位置図（縮尺25,000分の１以上のもの） 

(２) 地図等の写し 

(３) 土地の登記事項証明書 

(４) 敷地求積図 

(５) 敷地断面図 

(６) 平面図 

(７) 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める図書 

２ 法第43条第３項の規定による協議は、同条第１項の許可の申請の手続の例により行うものとす

る。 

（地位承継の届出） 

第９条 法第44条の規定に基づく被承継人の有していた開発許可又は建築許可に基づく地位を承継

した者は、当該承継の事由の発生後遅滞なく、開発許可又は建築許可に基づく地位承継届出書（様

式第８号）に、承継の事由を証する書類を添えて、これを知事に提出しなければならない。 

（開発許可に基づく地位承継の承認申請） 

第10条 法第45条の規定による知事の承認を受けようとする者は、開発許可に基づく地位承継承認

申請書（様式第９号）に、当該申請に係る次に掲げる図書を添えて、これを知事に提出しなけれ

ばならない。 

(１) 承継の原因を証する書類 

(２) 土地の登記事項証明書 
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(３) 地図等の写し 

(４) 土地所有者等関係権利者の同意書 

(５) 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める図書 

（事業予定地の指定等の申出） 

第11条 都市計画施設の区域内の土地で、法第55条第２項の規定に基づき事業予定地の指定の申し

出をしようとする者は、事業予定地指定申出書（様式第10号）に、当該事業予定地に係る次の各

号に掲げる図書を添えて、これを知事に提出しなければならない。 

(１) 土地の位置を表わす図面（縮尺１万分の１以上のもの） 

(２) 土地の区域及び字界を表わす実測平面図（縮尺500分の１以上のもの） 

(３) 土地の買取りの申出又は先買いに応ずる資金計画書 

(４) その他知事が必要と認めた図書 

２ 法第55条第２項の規定に基づく土地の買取りの申し出及び法第57条第２項本文の規定に基づく

届出の相手方として定めるべきことの申し出をしようとする者は、土地買取り等の相手方となる

ことの申出書（様式第11号）を知事に提出しなければならない。 

（土地の買取り申出） 

第12条 法第56条第１項の規定による土地の買取りの申し出をしようとする者は、土地買取申出書

（様式第12号）に、当該土地に係る次の各号に掲げる図書を添えて、これを知事（法第55条第４

項の規定により土地の買取りの相手方として公告がされた者があるときは、その者）に提出しな

ければならない。 

(１) 土地の位置図（縮尺１万分の１以上のもの） 

(２) 土地の区域を表わす実測平面図（縮尺500分の１以上のもの） 

(３) 当該土地を所有することを証する登記事項証明書 

（土地の有償譲渡に関する届出等） 

第13条 省令第43条第２項の土地有償譲渡届出書、省令第55条第２項の土地建物等有償譲渡届出書

及び省令第56条の買取請求書には、当該届出又は請求に係る次の各号に掲げる図書を添えて、こ

れを知事（法第55条第４項の規定により土地の有償譲渡に関する届出の相手方として公告された

者があるときは、その者）又は事業施行者に提出しなければならない。 

(１) 物件の所在を表す位置図（縮尺１万分の１以上のもの） 

(２) 物件の区域を表す実測平面図（縮尺500分の１以上のもの） 

(３) 物件を所有することを証する登記事項証明書 
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（土地の形質変更等の許可の申請） 

第14条 都市計画事業の認可又は都市計画事業の変更の認可等の告示後において、法第65条第１項

の規定に基づき知事の許可を受けようとする者は、都市計画事業地内工作物新築等許可申請書（様

式第13号）に、当該申請に係る次に掲げる図書を添えて、これを知事に提出しなければならない。 

(１) 建築物等の位置を表わす図面（縮尺１万分の１以上のもの） 

(２) 建築物等の配置及び周囲の状況を現わし、当該建築物の建築等に関連して必要な都市計画

区域及び都市計画事業地区域を付記した配置図（縮尺500分の１以上のもの） 

(３) 主要構材の配置及び寸法等を記入した平面図、立面図及び断面図（縮尺300分の１以上のも

の） 

(４) その他知事が必要と認める図書 

（監督処分の標識の様式） 

第15条 法第81条第４項に規定する標識の様式は、様式第13号の２のとおりとする。 

（身分証明書の様式） 

第16条 法第27条第１項及び第２項の規定による身分証明書の様式は、様式第14号のとおりとし、

法第82条第２項の規定による身分証明書の様式は、様式第15号のとおりとする。 

（開発許可等不要証明書の交付の申請） 

第17条 省令第60条の規定による証明書の交付を受けようとする者は、開発許可等不要証明申請書

（様式第16号）に、当該申請に係る次に掲げる図書を添えて、これを知事に提出しなければなら

ない。 

(１) 位置図（縮尺25,000分の１以上のもの） 

(２) 付近見取図（縮尺3,000分の１以上のもの） 

(３) 地図等の写し 

(４) 敷地求積図 

(５) 土地利用計画図 

(６) 敷地断面図 

(７) 平面図 

(８) 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める図書 

（提出書類の部数） 

第18条 法、省令及びこの規則の規定により知事に提出する書類の提出部数は、正本１部及び副本

２部とする。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（兵庫県住宅地造成事業に関する法律施行細則等の廃止） 

２ 次に掲げる規則は、廃止する。 

(１) 兵庫県住宅地造成事業に関する法律施行細則（昭和40年兵庫県規則第76号） 

(２) 住宅地造成事業に関する法律施行令第１条ただし書に規定する規模を定める規則（昭和44

年兵庫県規則第46号） 

(３) 都市計画法第65条第１項の許可の申請に関する規則（昭和44年兵庫県規則第59号） 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際現に旧住宅地造成事業に関する法律（昭和39年法律第160号）第３条第１項

の規定により住宅地造成事業規制区域として指定されている土地の区域における住宅地造成事業

に関しては、当該土地につき、法第７条第１項の市街化区域及び市街化調整区域に関する都市計

画が定められるまでの間は、前項第１号及び第２号の規定による廃止にかかわらず、なお従前の

例による。 

４ 前項の都市計画が定められるまでの間に当該住宅地造成事業規制区域内において工事に着手し

た住宅地造成事業については、第２項第１号及び第２号の規定による廃止にかかわらず、なお従

前の例による。 

５ この規則の施行の際すでに第２項第３号の規定による廃止前の都市計画法第65条第１項の許可

の申請に関する規則の規定に基づきなされた手続は、この規則の相当規定に基づきなされたもの

とみなす。 

附 則（昭和46年４月１日規則第24号） 

この規則は、昭和46年４月１日から施行する。 

附 則（昭和47年８月１日規則第56号） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和47年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に工事に着手している開発行為については、改正後の都市計画法施行細

則第３条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（昭和50年３月31日規則第36号） 
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この規則は、昭和50年４月１日から施行する。 

附 則（昭和51年４月１日規則第39号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和54年２月１日規則第６号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。（後略） 

附 則（昭和54年12月25日規則第118号） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和55年３月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に工事に着手している開発行為については、改正後の都市計画法施行

細則別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（昭和55年４月１日規則第15号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和55年11月21日規則第100号） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和55年11月28日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に工事に着手している開発行為については、改正後の都市計画法施行細

則別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（昭和60年３月12日規則第９号） 

この規則は、昭和60年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年６月24日規則第61号） 

この規則は、平成５年６月25日から施行する。 

附 則（平成７年６月30日規則第44号） 

この規則は、平成７年７月１日から施行する。 

附 則（平成８年３月22日規則第13号抄） 

この規則は、公布の日から施行する。（後略） 
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附 則（平成12年３月31日規則第78号） 

この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年１月５日規則第８号） 

この規則は、平成13年１月６日から施行する。 

附 則（平成13年５月17日規則第81号） 

この規則は、平成13年５月18日から施行する。 

附 則（平成14年３月29日規則第31号） 

この規則は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年３月31日規則第60号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。ただし、別表第３の３の項建築物の欄(２)の改正

規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年３月28日規則第７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

（知事の権限に属する事務に係る事務処理の特例に関する条例の規定により市町が処理する事務

を定める規則の一部改正） 

２ 知事の権限に属する事務に係る事務処理の特例に関する条例の規定により市町が処理する事務

を定める規則（平成12年兵庫県規則第10号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

（行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則の一部改正） 

３ 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則（平成16年兵庫県規則第58号）

の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成17年３月31日規則第44号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年９月30日規則第72号） 

この規則は、平成17年10月１日から施行する。 

附 則（平成18年２月９日規則第４号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 
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(１) （略） 

(２) （前略）第７条の規定 平成18年３月20日 

(３) （略） 

附 則（平成18年３月31日規則第26号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年11月27日規則第73号） 

この規則は、平成19年11月30日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日規則第24号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の都市計画に関する手続等を定める規則（以下「改正後の規則」という。）第８条第１

項及び第４項の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に提出する同条第

１項の開発工事完了公告前の建築物の建築又は特定工作物の建設承認申請書又は同条第４項の予

定建築物等以外の建築物若しくは特定工作物の新築若しくは新設又は建築物の用途変更等許可申

請書に添付すべき図書について適用する。 

３ 改正後の規則様式第４号の規定は、施行日以後に改正後の規則第６条（改正後の規則第６条の

10において準用する場合を含む。）の規定に基づき掲示する開発行為許可標識について適用する。 

附 則（令和３年３月31日規則第10号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後のそれぞれの規則の規定による申請書その他の書類については、この規

則の施行の際現に残存するこの規則による改正前のそれぞれの規則の規定（以下この項において

「旧様式」という。）による用紙に限り、旧様式によることができる。 

附 則（令和４年３月31日規則第30号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 



16/39 

別表（第６条の７関係） 

区分 建築物 

１ 条例別表第２の１

の項から３の項まで

に規定する規則で定

める住宅 

次のいずれにも該当する住宅 

(１) 建築物の延べ面積（自動車車庫及び物置の用に供される部分の

面積を除く。）が280平方メートル以下であること。 

(２) 建築物の敷地面積が500平方メートル以下であること。 

２ 条例別表第２の４

の項に規定する規則

で定める住宅 

次のいずれにも該当する住宅 

(１) 建築物の延べ面積（自動車車庫及び物置の用に供される部分の

面積を除く。）が280平方メートル以下であるか、又は建て替え前

の建築物の延べ面積を超えないこと。 

(２) 建築物の敷地面積が500平方メートル以下であること。 

３ 条例別表第２の５

の項に規定する規則

で定める住宅 

次のいずれにも該当する住宅 

(１) 建築物の延べ面積（自動車車庫及び物置の用に供される部分の

面積を除く。）が280平方メートル以下であるか、又は建て替え前

の建築物の延べ面積を超えないこと。 

(２) 現敷地に加えた土地の面積が収用された土地の面積の1.5倍を

超えないこと。 

４ 条例別表第２の６

の項に規定する規則

で定める住宅 

建築物の増築又は建て替えを併せて行う場合にあっては、建築物の延

べ面積（自動車車庫及び物置の用に供される部分の面積を除く。）が280

平方メートル以下であるか、又は建て替え前の建築物の延べ面積を超え

ない住宅 

５ 条例別表第２の８

の項に規定する規則

で定める建築物 

次のいずれにも該当する建築物 

(１) 市町が条例により設置し、及び管理するものであること。 

(２) 次のいずれにも該当する建築物にあっては戸数が建て替え前

の戸数の1.5倍を超えず、その他の建築物にあっては戸数が建て替

え前の戸数の1.2倍を超えないこと。 

ア 現敷地に建築するものであること。 

イ 建築物の容積率が10分の８以下で、かつ、建ぺい率が10分の４

以下であること。 
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(３) 建築物の建ぺい率が10分の５以下であること。 

(４) 建築物の高さが12メートル以下であること。ただし、周辺の土

地利用の状況を勘案して環境上及び景観上の対策を講じることに

より周辺の環境と調和すると認められる場合は、この限りでない。

６ 条例別表第２の11

の項に規定する規則

で定める研究施設 

農林漁業若しくはこれに関連する事業又は地場産業の振興に資する

事業に係る研究を行う研究施設 

７ 条例別表第２の12

の項に規定する規則

で定める介護老人保

健施設 

入所定員が次のいずれにも該当する介護老人保健施設 

(１) 100名以下（介護老人保健施設を建築しようとする土地が存す

る市町が、福祉に関する施策に基づき、介護老人保健施設の入所定

員の上限を100名を超えない範囲で定めたときは、当該上限以下）

であること。 

(２) 介護保険法（平成９年法律第123号）第118条第１項に規定する

兵庫県介護保険事業支援計画において定める同条第２項第１号に

規定する必要入所定員総数以下であること。 

８ 条例別表第２の13

の項に規定する規則

で定める神社、寺院、

教会等又は納骨堂 

次のいずれにも該当する神社、寺院、教会等又は納骨堂 

(１) 建築物の延べ面積が500平方メートル以下であること。 

(２) 建築物の敷地面積が2,000平方メートル以下であること。 

(３) 神社、寺院、教会等にあっては、参拝者のための宿泊施設等の

開発区域周辺の市街化調整区域に居住する者の宗教活動のための

施設以外の施設を併設しないものであること。 

(４) 納骨堂にあっては、神社、寺院、教会等と同一の敷地内に併設

するもので、墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第48号）第

10条第１項の許可を受けることが確実であると見込まれるもので

あること。 

９ 条例別表第２の14

の項に規定する規則

で定める建築物 

次のいずれかに該当する建築物 

(１) 管理事務所 

(２) 倉庫 

(３) キャンプ場のバンガローその他の工作物の利用の目的を達成
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するために当該工作物に附帯する建築物 

(４) 工作物を利用する者のための食堂、売店、便所又は休憩所 

10 条例別表第２の17

の項に規定する規則

で定める建築物 

次のいずれにも該当する建築物 

(１) 長屋又は共同住宅にあっては、戸数が建て替え前の戸数を超え

ないこと。 

(２) 建築物の敷地面積が容積率の制限に適合する最小限の面積の

1.1倍を超えないこと。 

様式第１号（第２条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 
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様式第３号（第５条関係） 
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様式第４号（第６条、第６条の11関係） 

 



24/39 

様式第４号の２（第６条の９関係） 
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様式第４号の３（第６条の10関係） 
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様式第５号（第８条関係） 
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様式第６号（第８条関係） 
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様式第７号（第８条関係） 
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様式第８号（第９条関係） 
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様式第９号（第10条関係） 
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様式第10号（第11条関係） 
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様式第11号（第11条関係） 
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様式第12号（第12条関係） 
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様式第13号（第14条関係） 
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様式第13号の２（第15条関係） 
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様式第14号（第16条関係） 
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様式第15号（第16条関係） 
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様式第16号（第17条関係） 

 


